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は じ め に
　本論文の目的は，国家の政治体制が国民性に及
ぼす影響を測ることである。冷戦終結以降の国際
社会では世界各地で民主化の推進が促されている
が，その根拠としては民主主義が現状において最
も優れた政治体制であること，すなわち民主主義
でなければ人権が確保されないことや社会経済の
発展と民主主義の発展の関連を示す研究，たとえ
ばセン （Amartya Sen） の研究 （Sen, 1987, 1999） 
や戦争と政治体制の関係を示した Russet （1993） 
などが提示されてきたことにある。それらは理論
的な研究や事例研究，もしくは軍事紛争など国家
規模のデータを用いたものが多く，国民個人の意
識や価値観にまで言及してはいない。そこで本論
文では，国際調査データを用いて，民主主義の発
展度と国民性の関係を調べることとする。
　使用するデータは平成 19―21 年度「グローバル
化時代における「信頼感」に関する実証的国際比
較研究」（科研基盤研究（A）代表 佐々木正道）
と平成 22―24 年度「社会構造と「価値観」に関す
る実証的国際比較研究―「信頼感」との関連性を
中心に」（基盤研究（B）代表 佐々木正道）の
2008 年から 2011 年に全国規模で実施した国際調
査データ（日本，アメリカ，台湾，ロシア，ドイ
ツ，トルコ，チェコ，フィンランド）である。こ
れらを用いて，第一に，民主主義の発展度が近似
した国家には，文化的特徴が異なる国民どうしで
あっても共通した特徴が存在するか否か，第二に，
民主主義制度で生まれ育った人ほど非民主主義制
度で生まれ育った人に比べて道徳性を堅持してい
るか否か，を明らかにすることを試みる。
1　社会構造の国民性への影響
　政治経済システムといった社会の構造が人間の
価値観に及ぼす影響の代表例として，マルクス 
（Karl Marx） による市場経済への批判が挙げら
れる。「市場競争（売り手と買い手の価格交渉）
の中にいる人間は利益を得るために非道徳的な政
策を繰り返し，道徳性を失っていく」とするその
理論は，たとえば低賃金の児童労働や設備コスト
削減による環境汚染といった行動に表れている 
（Falk and Szech, 2013）。
　社会構造が分断した国民性へ影響することを分
かりやすく示した事例として，かつて分断国家
だった東西ドイツと南北ベトナムの事例が存在す
る。東ドイツ出身者と西ドイツ出身者に対して，
生まれ育った政治経済システムの違いと正直さの
関係を測った実験をおこなった結果，旧東ドイツ
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出身の人は，西ドイツ出身の人に比べて，利益を
得るために嘘をつく傾向が強いことが示されてい
る。北ベトナム在住者と南ベトナム在住者との間
にも，政治経済制度はまだ発展途上でありながら
政治関連の価値観に多少なりとも差異が見受けら
れるなど，統一からドイツは 20 年以上，ベトナ
ムは 40 年近くがたっても，生まれ育った社会の
価値観が人々に残っている （Ariely, Hornuf, and 
Mann, 2014; Shibai, 2015）。
2　民主主義の優位性
　民主主義が他の政治体制に比べて優れていると
される論拠は複数存在する。第一に，Democratic 
Peace である。Democratic Peace とは「民主主
義国どうしは戦争をしない」ことを意味する。戦
争原因を 1 カ国の国内政治制度に帰すのではな
く，すべて 2 国の組み合わせ （dyad） で捉え，そ
の政治制度の組み合わせによって軍事紛争が起き
る可能性を考察する研究であり，民主主義国と民
主主義国の組み合わせで戦争が起きる可能性は非
常に低いと主張する （Doyle, 1986; Russet, 1993）。
計 量 分 析 の 手 法 に 対 す る 批 判 は あ る も の の 
（Chojnacki, 2006; Farber and Gowa, 1995），国際
社会において民主主義国が増加することの利点を
明示した意義は大きいといえる。
　第二に，貧困と政治体制の関連である。貧困は
個人の潜在能力 （capability） の欠如が大きな原
因であるとするセンの理論において，潜在能力が
失われる原因として政治的権利や教育を受ける権
利 な ど の 抑 圧 が 挙 げ ら れ て い る （Sen 1999: 
Chapter 3-4）。個人の権利侵害が貧困の主要な原
因のひとつであるならば，最も人権を保障する政
治体制である民主主義の発展が必然的に重要視さ
れることになる。人々の権利の享受と潜在能力を
守ることは，現在では人間の安全保障として国連
総 会 で も 認 め ら れ た 目 標 と な っ て い る （A/
RES/60/1: paragraph 143）。
　第三に，Democide である。Democide とは国
家権力による直接・間接的な国民の殺害を意味す
る。国民の生命と財産を守るために作られた主権
国家のあるべき姿とは反対の行動は，非民主主義
国ほど顕著に見られる。民主主義国では死刑執行
の是非をめぐって論争になったり，戦死者の発生
が軍事行動に制限をもたらしたりするなど国民 1
人の生命が非常に重いものとなっているが，非民
主主義国における Democide の犠牲者数はかけ離
れた数値である（表 1）。政府による国民の殺害
や人権侵害は，共産主義国に限らず国民の自由を
制限する非民主主義の国家すべてに存在する問題
であり，現代国際社会で民主化が主張される重要
な理由のひとつとなっている。
表 1　代表的な Democide の犠牲者数
国名
Democide の
犠牲者数＊
備考＊＊
ソ連 61,911,000（1917-87） WWII の戦死者数 7,500,000
中国 76,702,000（1928-87） WWII の戦死者数 1,350,000
北朝鮮 1,663,000（1948-87） 朝鮮戦争の戦死者数 316,579
＊  Rummel （1994）: Table 1.2. および https://www.hawaii.edu/powerkills
  /20TH.HTM
＊ ＊ COW project, Inter–State War Data （version 4.0）  http://www.
correlatesofwar.org/
　このように，非民主主義国では人権侵害や政治
腐敗など社会生活に負の影響を与える事態が民主
主義国よりも生じやすい。したがって，生まれ育っ
た社会構造が国民性に影響を及ぼすのであれば，
非民主主義制度は，民主主義制度に比べて国民性，
特にその道徳観に負の影響を及ぼすことが予測さ
れる。Ariely, Hornuf, and Mann （2014） による
東西ドイツ人の分析結果はこの予測を支持するも
のとなっている。また，民主主義の発展度と政治
腐敗の相関を測ると，民主化の指標が高い国ほど
政治腐敗度指数も高いスコア（＝政治腐敗が低い
国であることを示す）となる傾向が非常に強く，
民主主義国の道徳性の高さがうかがえる（図 1）。
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図 1　民主主義の発展と政治腐敗の相関 （n=163）
＊ Economist （2015）, Table2. Democracy Index 2014. 
＊＊ Transparency International, Corruption Perceptions Index 2014.
 http://www.transparency.org/cpi2014/results
　 そ れ に 加 え て，Ariely, Hornuf, and Mann 
（2014） が示した「民主主義国の西ドイツで生ま
れ育った人よりも共産主義国の東ドイツで生まれ
育った人のほうがより多くの利益を得るために嘘
をつく傾向が強い」という実験結果や，中国では
文化大革命による社会の混乱によって古くからの
道徳性が失われたといわれるように，政府による
抑圧や政治腐敗が強い社会では国民は自らの保身
を優先する傾向が強くなり，しかもその影響は長
期にわたると考えられる。
　本論文で用いる国際調査の調査対象は多様な文
化圏に属する 7 カ国と 1 地域１）である。しかし
ながら，人々の価値観は生まれ育った国・地域の
文化だけでなく政治体制による社会情勢にも影響
を受けるが，それにもかかわらず共通する価値観
を持つ事例がある。たとえば，労働に関する価値
観では，日本の人々は独特の価値観をいくつか
持っていると同時に，北京と香港の人々と類似し
た価値観を持っていることも明らかになっている
（芝井・吉野，2013）。
　Economist （2015） の Democracy Index 2014
によれば，調査対象地域の評価は「完全な民主主
義 （Full democracies）」2）のフィンランド，ドイ
ツ， ア メ リ カ， 日 本，「 欠 陥 の あ る 民 主 主 義 
（Flawed democracies）」のチェコ，台湾，「複合
型の体制 （Hybrid regimes）」のトルコ，「権威主
義体制 （Authoritarian regimes）」のロシアと分
類されており，本論文で用いるデータは民主主義
の発展の違いの影響を調べるのに適したサンプル
となっている。前述の調査実施期間から数年が経
過しているが，通常は数年で指標に大きな変化は
起こらず，また短期的な変化を及ぼすような政治
的事件も調査対象国・地域では起きていないので，
本論文では 2014 年の指標を政治体制の資料とし
て用いることとする（表 2）。
表 2　調査対象国・地域の政治体制の指標
　
Democracy Index 2014
Overall score
Democracy Index 2014
Index
CPI 2014 score
フィンランド 9.03 完全な民主主義 89
ドイツ 8.64 完全な民主主義 79
アメリカ 8.11 完全な民主主義 74
日本 8.08 完全な民主主義 76
チェコ 7.94 欠陥のある民主主義 51
台湾 7.65 欠陥のある民主主義 61
トルコ 5.12 複合型の体制 45
ロシア 3.39 権威主義体制 27
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3　検 証 内 容
　以上の政治体制の影響を踏まえ，本論文では以
下の仮説を設定し検証をおこなう。
仮説 1： 政治体制の中でも民主主義が高度に発展
した国家の国民性には，民主主義の未発
達な国家に比べて共通した特徴が存在す
る。
仮説 2： 民主主義の優位性―民主主義制度が発展
した社会で生まれ育った人ほど，非民主
主義制度で生まれ育った人に比べて道徳
性（善悪や法の遵守，公共の利益など）
を重視する度合いが高い。
　仮説 1 は民主主義が高度に発展したフィンラン
ド，ドイツ，アメリカ，日本の人々に共通する価
値観が存在するかどうかが，検証の対象となる。
これら 3 カ国と日本との間に政治制度と関連した
共通の価値観を発見できれば，民主主義の発展度
の影響を支持する分析結果となるだろう（Inglehart 
and Welzel, 2010: Figure 1）。
　仮説 2 は，民主化が進んだ社会のほうが国民性
に良い影響を及ぼす，もしくは民主化の進んでい
ない社会は国民性に悪い影響を及ぼすかどうかだ
けではなく，民主主義の発展度に比例した効果，
特に社会的に望ましい価値観（具体的には善悪に
ついての道徳性，法の遵守，公共の利益を重視す
るなど）を重視する割合の増加があるのかどうか
を検証するものである。「完全な民主主義」>「欠
陥のある民主主義」>「複合型」>「権威主義体制」
の順序で価値観が変化するなどの比例関係，もし
くはそれに近い関係を見出すことが予想できる。
　それぞれの項目における 4 カ国の共通性を測る
ことで仮説 1 を検証し，仮説 2 について，7 カ国
と 1 地域を比較することで問 1, 6, 7, 8, 26, 27, 31
（注釈を参照のこと）と民主主義の発展度との間
の関係を調べることで検証する。
4　分　　　析
　ここから仮説検証をおこなう。仮説検証に有効
な設問項目の回答傾向を比較し，各国・地域の基
本的な特徴をつかむ。次いで，民主主義の発展度
がどのような影響を及ぼしているかを測り，その
特徴を明らかにする。分析に用いる質問項目は，
社会・政治・経済問題に対する関心（問 1–1, 1–2, 
1–3）， 社 会 秩 序 に 関 連 す る 項 目（ 問 26，27，
31），一般的信頼を測る設問（問 6, 7, 8）である。
　4.1　国・地域別の回答傾向
　まず「社会・政治・経済問題に関心があるか」
を取り上げる。この項目では，民主主義が発展す
ると市民活動が活発化して関心が上がる，もしく
は民主主義が発展して個人の権利が保障されたこ
とで問題への関心が失われるという反対の結果が
予測される。正比例の関係と反比例する関係のど
ちらかが正しいのかどうかもあわせて検証する。
　この設問の回答傾向を見ると，どの問題でも関
心が高いアメリカ，日本，台湾，フィンランドと
低いドイツ，ロシア，トルコ，チェコに大別でき
る（図 2–1）。「完全な民主主義」国家の中では，
ドイツは社会問題で唯一「関心がある（「とても
関心がある」と「関心がある」の合計（以下同じ））」
が 50% 未満であり，政治問題も唯一の 40% 未満，
経済問題も唯一 50% 未満といずれも他の国と比
べ低く，民主主義制度の発展した国家の中では例
外的な関心の低さであり，3 カ国が関心が高いと
いう共通性があることは仮説 1 を支持するものの
例外のドイツの数値が際立って異なる数値といえ
る。政治体制別（図 2–2）で見ると「完全な民主
主義」の「関心がある」の割合は社会・政治・経
済のいずれも最も高く，また「欠陥のある民主主
義」も社会と経済に関する関心は高いなど，民主
主義国における関心の高さが表れているものの，
「完全な民主主義」固有の特徴とはいえない。
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　次に，公共の利益や法の遵守など社会秩序の構
成要素をどのように捉えているのかを調べる。政
治腐敗や人権抑圧などが深刻な社会であれば保身
がより重要になり，個人の利益を優先しやすい。
また法の厳格な遵守や善悪の絶対性に対する評価
は，さまざまな思想や価値観の存在が許される社
会，すなわち多様性のある社会ほど低くなること
が考えられる。独裁国家のように権力者への批判
が許されない，情報統制を受ける国家ほど，国民
は異なる価値観を持ちづらくなり，単一的な価値
観しか存在しなくなる。これらの設問において上
述したような共通性が「完全な民主主義」国家に
見受けられるかが仮説 1 の焦点であり，民主主義
の発展した国・地域ほど「公共の利益」「法律を
やぶることもやむをえない」「はっきりとした善
と悪はない」が選ばれる傾向があるかどうかが仮
説 2 の検証における焦点となる。
　仮設 1 から検証しよう。個人の利益と公共の利
益のどちらを優先するかでは，国・地域別（図
3–1） に見ると「公共の利益」の回答率が 70% を
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超えたのはアメリカ，トルコ，フィンランドであっ
た。「公共の利益」の回答率が 50% 未満となった
のは日本のみであり，次いでロシア，台湾，チェ
コが 50% 台と低かったが，これらは「一概に言
えない」も 10% を超えており，「公共の利益」を
重視する割合が低い国・地域では公共と個人でど
ちらを選択するか判断しかねている人が一定数い
るのに対して，「公共の利益」を重視する割合が
多い国・地域ではどちらを選択するか判断しかね
ている人が少ない。
　図 3–1 を見ると問 27 の法の遵守に関する意見
では，全体的には「法律はどんなときにも守るべ
き」が 58.8% と過半数を超えている。同じく図
3–1 を見ると問 31 では「はっきりとした善と悪
はない」の意見がトルコを除いて 50% 以上であ
り，「絶対的な善悪の基準はないが法律には遵守
すべき」もしくは「はっきりとした善と悪はない
からこそ法律には遵守すべき」と考えていること
がうかがえる結果であった。トルコのみ「はっき
りとした善と悪があり（61.3%），かつ法律を遵守
すべき（75.1%）」という考えが強く，いずれも他
と比較して回答率も非常に高い（「はっきりとし
た善と悪がある」の 2 番目はアメリカの 45.9%，「法
律を遵守すべき」はロシアの 62.9%）。世俗化し
ているとはいえ法律と宗教の関係が現代でも強い
イスラム教文化圏の特徴なのかそれともトルコ独
自の特徴なのか，さらなる検証が必要だろう。
　図 3–1 を見ると，「完全な民主主義」において
は「公共の利益」「法律はどんなときにも守るべき」
の回答率が高いものの，日本のみ例外的に低い。
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「はっきりとした善と悪はない」ではいずれも
50% 以上となっており，共通性が見受けられるが，
日本という例外の数値が目立っているため，単純
集計では共通性があるということは難しい。
　政治体制別（図 3–2）で「完全な民主主義」を
中心に見ると，問 26 では「公共の利益」の回答
率が 2 番目に高い一方で，「個人の利益」の回答
率も 2 番目に高く，問 27 では「法律は守るべき」
の回答率が 3 番目であることが確認できる。問
31 では「はっきりとした善と悪はない」の割合が，
「完全な民主主義」および「欠陥のある民主主義」
と複合型の間でほとんど離れておらず，民主主義
の発展度との関連を推し量ることは難しい。
　仮説 2 を検証するため他人に対する信頼感を調
べてみる。他人を信頼できるかどうかは社会の安
定度や治安の良さ，また法権力の腐敗に影響を受
表 3　「他人を信頼する」項目の選択数の割合
　 0 1 2 3 N
権威主義 49.7% 26.9% 15.0% 8.3% 1,066
複合型 78.0% 13.3% 4.9% 3.9% 1,007
欠陥のある民主主義 44.0% 27.0% 19.2% 9.8% 1,986
完全な民主主義 29.0% 26.7% 23.1% 21.3% 3,820
Total 41.8% 25.1% 18.7% 14.4% 7,879
図 4–1　一般的信頼（国・地域別）
 10 / 28 
 
いえる。反対にいずれも低いのはトルコ、ロシア、チェコであり、ここでは民主主義の発
展度と一致した傾向にあるといえる。特にトルコはすべての項目で回答率が最も低く、す
べてが 10%台である。これら基本的情報からは、民主主義の発展度と回答傾向に共通性が
見受けられることと、ドイツとトルコの独自性が目立っていることが分かる。唯一のイス
ラム教文化国であるトルコに独自性が見られることは理解しやすいが、「完全な民主主義」
の中で例外的な特徴をいくつか示していることは解釈が難しい。 
だがそれでも、政治体制別（図 4-2）に見ると、問 6, 7, 8 のいずれも「完全な民主主義」
が他人を信頼する項目の回答率は最も高いことがわかる。単純集計（表 3）で「他人の役に
たとうとしている」「そんなことはないと思う」「信頼できる」を選んだ数の割合を見ても
「完全な民主主義」では 3 つすべてを選んだ割合が高いことがわかり、政治体制との関連
が高いことから、仮説 1 は部分的に支持されたと言える。 
 
表 3 「他人を信頼する」項目の選択数の割合 
  0 1 2 3 N 
権威主義 49.7% 26.9% 15.0% 8.3% 1,066 
複合型  78.0% 13.3% 4.9% 3.9% ,007 
欠陥のある民主主義 44.0% 27.0% 19.2% 9.8% 1,986 
完全な民主主義 29.0% 26.7% 23.1% 21.3% 3,820 
Total 41.8% 25.1% 18.7% 14.4% 7,879 
 
 
問 6 問 7 問 8 
 
図 4-1 一般的信頼（国・地域別） 
 
図 4–2　一般的信頼（政治体制別）
88
ける要因といえ，民主化の進展した社会ほど安定
しやすい傾向があるならば仮説 2 を裏付けるデー
タになりうるからである。それぞれ問 6 で「他人
の役にたとうとしている」問 7 で「そんなことは
ないと思う」問 8 で「信頼できる」を選ぶならば，
他人を信頼する傾向が強いということができる。
国・地域別の結果をまとめたのが図 4–1 である。
　3 つの選択肢いずれの回答率も高いのはアメリ
カ，フィンランド，ドイツである。反対にいずれも
低いのはトルコ，ロシア，チェコであり，ここでは
民主主義の発展度と一致した傾向にあるといえる。
特にトルコはすべての項目で回答率が最も低く，す
べてが 10% 前後である。これら基本的情報からは，
民主主義の発展度と回答傾向に共通性が見受けら
れることと，ドイツとトルコの独自性が目立ってい
ることが分かる。唯一のイスラム教文化国である
トルコに独自性が見られることは理解しやすいが，
ドイツが「完全な民主主義」の中で例外的な特徴
をいくつか示していることは解釈が難しい。
　だがそれでも，政治体制別（図 4–2）に見ると，
問 6, 7, 8 のいずれも「完全な民主主義」が他人を
信頼する項目の回答率は最も高いことがわかる。
単純集計（表 3）で「他人の役にたとうとしている」
「そんなことはないと思う」「信頼できる」を選ん
だ数の割合を見ても「完全な民主主義」では 3 つ
すべてを選んだ割合が高いことがわかり，政治体
制との関連が高いことから，仮説 1 は部分的に支
持されたと言える。
　4.2　共通性の分析―数量化 3 類による検証
　「完全な民主主義」に関する仮説 1 に関しては，
単純集計では特に社会・政治・経済問題と一般的
信頼における共通性が示唆されたが，ドイツの例
外的な観測値のために完全に支持することは難し
い。そこで，各設問項目の回答傾向の関連，そし
て民主主義の発展度との関連を調べるために政治
体制別にデータをまとめて林の数量化 3 類（多重
コレスポンデンス分析）による分析をおこない，
より詳細な検証をおこなった。
　問 1 の社会・政治・経済問題への関心に関する
分析結果（図 5–1–1，5–1–2）を見ると，アメリカ，
日本，ドイツ，フィンランドのいずれも一方に各
設問の「とても関心がある」が位置し，その反対側
に「全く関心が無い」が位置していること，そして社
会・政治・経済それぞれの同じ回答が近い位置に
あるなど，政治・社会・経済いずれの分野にも共
通した関心の高さを持っている傾向が強いことが
うかがえる。
　次に政治体制別の図 5–2 を見て仮説 2 を検証す
ると，「完全な民主主義」では「全く関心がない」
が他の項目から大きく離れていることは確認でき
るものの，他の政治体制も多少なりとも似通った
配置になっており，民主主義の発展度の違いに応
じた配置の変化は見受けられない。
　次に，社会秩序に関連する価値観の分析をおこ
ない，仮説 2 の検証をおこなった。アメリカ，日
本，ドイツ，フィンランドは 1 軸で「法律はどん
なときにも守るべき」「はっきりとした善と悪が
ある」が一方に集まって，「法律をやぶることも
やむをえない」「はっきりとした善と悪はない」
がその反対方向に位置していること，2 軸では「個
人の利益」および「公共の利益」と「どちらとも
いえない」が大きく対極に位置していることがわ
かる（図 6–1–1，6–1–2）。
　政治体制別の分析結果（図 6–2）によって仮説
2 を検証すると，いずれも「法律はどんなときに
も守るべき」「はっきりとした善と悪がある」と「法
律をやぶることもやむをえない」「はっきりとし
た善と悪はない」が近いことがわかり，さらに「完
全な民主主義」「複合型」「権威主義」は象限ごと
に布置されている変数まで一致するなど特に類似
しており，民主主義の発展度による変化はまった
く見られない。
　次いで一般的信頼に関する分析結果を見ていこ
う。この項目では，信頼が高い人ほど「他人の役
にたとうとしている」「そんなことはない」「信頼
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できる」が近似することが考えられる。そこで仮
説 2 の検証として，「完全な民主主義」において
この 3 項目が近似しているかどうかを確認するた
め一般的信頼に関する分析をおこなった結果が図
7–1–1，7–1–2 である。日本，ドイツ，フィンラン
ドの配置が似通っており，1 軸の一方に「他人の
役にたとうとしている」「そんなことはない」「信
頼できる」が位置し，反対側に「自分のことだけ
を考えている」「他人は機会があれば自分を利用
しようとしていると思う」「用心するにこしたこ
とはない」が位置している。
　政治体制別の図 7–2 で仮説 2 を検証すると，1
軸でいずれも同じ分かれ方をしており，政治体制
ごとに大きな違いは見られなかった。「完全な民
主主義」と「複合型」「権威主義」の配置が似通っ
ており，民主主義の発展度との関連は見出せない。
図 5–1–1　社会・政治・経済問題の数量化 3 類（国・地域別）
（使用ソフトウェア：R ver.3.22, パッケージ : FactomineR, ggplot2）
注）x 軸のラベルは第 1 軸の寄与率，y 軸のラベルは第 2 軸の寄与率を示す。以降の図も同様。
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図 5–1–2　社会・政治・経済問題の数量化 3 類（国・地域別）
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図 5-2　社会・政治・経済問題の数量化 3 類（政治体制別）
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図 6–1–1　社会秩序に関連する価値観の数量化 3 類（国・地域別）
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図 6–1–2　社会秩序に関連する価値観の数量化 3 類（国・地域別）
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図 6–2　社会秩序に関連する価値観の数量化 3 類（政治体制別）
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図 7–1–1　一般的信頼の数量化 3 類（国・地域別）
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図 7–1–2　一般的信頼の数量化 3 類（国・地域別）
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図 7–2　一般的信頼の数量化 3 類（政治体制別）
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表 4　ロジスティック回帰分析のオッズ比および 95% 信頼区間
　 Q1_1　 　 　 Q1_2　 　 　 Q1_3 　 　
　 オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限
（切片） 1.811 ＊＊＊ 1.493 2.203 0.730 ＊＊＊ 0.609 0.875 1.754 ＊＊＊ 1.440 2.143
複合型 0.934  0.745 1.169 0.798 ＊ 0.646 0.986 0.941  0.746 1.186
欠陥のある民主主義 1.254 ＊ 1.013 1.551 0.849 . 0.699 1.031 1.300 ＊ 1.043 1.618
完全な民主主義 1.537 ＊＊＊ 1.271 1.854 1.439 ＊＊＊ 1.210 1.711 1.533 ＊＊＊ 1.262 1.858
男性 1.166 ＊ 1.030 1.319 1.552 ＊＊＊ 1.389 1.734 1.420 ＊＊＊ 1.249 1.615
35-49 歳 1.312 ＊＊＊ 1.119 1.540 1.472 ＊＊＊ 1.276 1.698 1.495 ＊＊＊ 1.267 1.765
50 歳以上 1.267 ＊＊ 1.090 1.474 1.749 ＊＊＊ 1.527 2.004 1.312 ＊＊＊ 1.124 1.531
　 Q26 　 　 Q27 　 　 Q31 　 　
　 オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限
（切片） 1.663 ＊＊＊ 1.376 2.014 0.585 ＊＊＊ 0.484 0.706 2.362 ＊＊＊ 1.955 2.862
複合型 2.444 ＊＊＊ 1.925 3.112 0.437 ＊＊＊ 0.343 0.556 0.214 ＊＊＊ 0.171 0.267
欠陥のある民主主義 1.752 ＊＊＊ 1.421 2.160 1.654 ＊＊＊ 1.353 2.025 0.887  0.723 1.085
完全な民主主義 1.488 ＊＊＊ 1.243 1.779 1.331 ＊＊ 1.113 1.597 0.800 ＊ 0.668 0.957
男性 0.977  0.865 1.103 1.217 ＊＊＊ 1.087 1.363 1.131 ＊ 1.013 1.264
35-49 歳 1.083  0.923 1.269 0.807 ＊＊ 0.697 0.935 0.830 ＊ 0.715 0.962
50 歳以上 1.187 ＊ 1.022 1.378 0.571 ＊＊＊ 0.497 0.656 0.692 ＊＊＊ 0.602 0.795
　 Q6 　 　 Q7 　 　 Q8 　 　
オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限 オッズ比 下限 上限
（切片） 0.367 ＊＊＊ 0.299 0.448 0.597 ＊＊＊ 0.494 0.720 0.465 ＊＊＊ 0.383 0.564
複合型 0.427 ＊＊＊ 0.323 0.561 0.248 ＊＊＊ 0.188 0.324 0.234 ＊＊＊ 0.175 0.311
欠陥のある民主主義 1.589 ＊＊＊ 1.286 1.970 1.914 ＊＊＊ 1.573 2.334 0.759 ＊ 0.615 0.937
完全な民主主義 2.162 ＊＊＊ 1.790 2.621 2.798 ＊＊＊ 2.348 3.342 1.661 ＊＊＊ 1.389 1.990
男性 0.828 ＊＊ 0.738 0.929 0.792 ＊＊＊ 0.707 0.887 0.915  0.815 1.029
35-49 歳 1.002  0.858 1.170 0.956  0.821 1.114 1.018  0.869 1.192
50 歳以上 1.021  0.885 1.177 1.105  0.961 1.271 1.102  0.954 1.273
Significant codes: 0 ‘＊＊＊’ 0.001 ‘＊＊’ 0.01 ‘＊’ 0.05 ‘.’ 0.1
（使用ソフトウェア：R ver.3.22, パッケージ : MASS）
　 4.3　民主主義の優位性の分析―回帰分析によ
る仮説 2 の検証
　ここでは，政治体制を独立変数，設問項目を従
属変数として仮説 2 の検証をおこなう。単純集計
からは社会・政治・経済問題と一般的信頼の項目
において仮説 2 を支持すると考えられる傾向が見
て取れた。それを明確にし，民主主義の発展度の
違いが回答傾向に及ぼす影響を測るために，これ
までと同じ設問項目を従属変数，政治体制を独立
変数とした二項ロジスティック回帰分析をおこ
なった。社会的価値観の多くの項目では性別で何
らかの違いがしばしば見られること，そして社会
で生活する年数が長いほど政治体制による影響を
受けることが想定されることから，コントロール
変数として性別と年齢層を導入した。各項目の
オッズ比は表 4 の通りとなった。独立変数の基準 
（reference） は「権威主義」，女性，20-34 歳であ
る。
　社会・政治・経済問題に対する関心の分析では，
「関心がある」と「関心がない」にまとめたデータ
を用いた（従属変数の基準はいずれも「関心がな
い」）。有意ではない独立変数も含むものの，社会・
政治・経済問題のいずれも「関心がある」を選ぶ
傾向は「完全な民主主義」が最も強い。さらに「複
合型」は社会問題と経済問題では有意でない。「完
全な民主主義」と「権威主義」では「関心がある」
と答える人のオッズ比が 1.5 前後になるなど，民
主主義が発展するごとに問題への関心の度合いが
高くなる傾向があることが示された。「複合型」と
「権威主義」はサンプルが 1 カ国ずつのため，必ず
しも各政治体制の特徴を正確に表しているとはい
えないものの「完全な民主主義」>「欠陥のある
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民主主義」の関係になっていることから，民主主
義の発展度と社会・政治・経済問題に対する関心
の強さは正比例する関係であることが示された。
　社会秩序に関連する項目では，図 3–2 を見ると
問 26 では，どの政治体制でも個人の利益よりも
公共の利益を選ぶ傾向が強い（従属変数の基準は
「個人の利益」「法律はどんなときにも守るべき」
「はっきりとした善と悪がある」）。ただしオッズ
比の大きさは「複合型」 > 「欠陥のある民主主義」 
> 「完全な民主主義」 > 「権威主義」の順序であっ
た。こちらも「欠陥のある民主主義」 > 「完全な
民主主義」の関係になっており，民主主義の発展
度と個人の権利を重視する傾向は反比例する関係
にあることが示された。政治思想でいうならば，
個人の権利を重視する民主主義に対して公共の利
益を重視する共産主義というように，個人の利益
は民主主義政治において保護されるものである。
個人の権利が保護されない「権威主義」において
個人の利益が公共の利益よりも重視されやすいの
は理解できることであり，すでに個人の権利が確
立された民主主義国で公共の利益を選択しやすい
ことも理解できるが，「権威主義」以外は民主主
義の発展度と比例関係になっていない。問 27 で
は，オッズ比の大きさは「欠陥のある民主主義」 
> 「完全な民主主義」 > 「権威主義」 > 「複合型」
の順序であった。「欠陥のある民主主義」と「完
全な民主主義」はオッズ比が 1 を超えており，「権
威主義」よりも「法律をやぶることもやむをえな
い」の傾向が強い。若干「欠陥のある民主主義」
のほうが値が大きく，完全には民主主義の発展度
と正比例の関係にはなっていないものの，オッズ
比の値としては民主主義が発展している国・地域
のほうが明確に法律に対する厳格さに否定的にな
り，自分自身の価値観による正しさの判断に基づ
いて行動するべきであると考える傾向が強まると
いえる。
　問 31 のオッズ比の大きさは「権威主義」 > 「欠
陥のある民主主義」 > 「完全な民主主義」 > 「複合
型」であったが，「欠陥のある民主主義」は有意
な変数ではなかった。すべての政治体制のオッズ
比が 1 を下回っているなど民主主義が発展してい
るほうが「はっきりとした善と悪がある」と考え
る傾向が強いことが示された。「複合型」のトル
コは全体でも最も「はっきりとした善と悪がある」
の割合が多い国家であり，この極端に小さいオッ
ズ比が「複合型」全体の特徴なのかトルコの特徴
なのかどうかははっきりしない。非民主主義国は
国民に対する監視が厳しく，政府を批判すること
が難しい社会であることが多いため，法律に異議
を唱えづらい。それに対して民主主義国では政府
批判が可能であり，かつ思想・言論・結社の自由
から多様な社会的価値観を持ち得るので，必然的
に法律や善悪の捉え方も多様なものになると考え
られるものの，法律に関してはこの予測を支持す
るものとなっているが善悪の価値観に関しては反
対の結果であり，法律と善悪では異なる捉え方を
していることを示す結果となった。
　一般的信頼を測る 3）設問では，いずれも他人
を信頼しない項目を基準とした分析をおこなっ
た。「完全な民主主義」が最も他人を信頼する項
目を選択する傾向が強かったが（表 3），この分
析でもそれを裏付ける結果となっている。オッズ
比を見ると，「完全な民主主義」ならば「権威主義」
に対して 2 倍前後，「欠陥のある民主主義」も問 6，
7 では 1.5 倍前後「他人を信頼する」項目を選択
することが多いことを示しており，民主主義の発
展度に従って他人を信頼する傾向が強まっている
ことを示すオッズ比といえる。問 6，7 は「完全
な民主主義」 > 「欠陥のある民主主義」 > 「権威主
義」 >「複合型」の順序であり，問 8 は「完全な
民主主義」 > 「権威主義」 > 「欠陥のある民主主
義」 >「複合型」と，いずれも「完全な民主主義」
のオッズ比が最も高い値であった。さらに数値も
2 を超えるなど非常に高く，一般的信頼の分析結
果は最も仮説 2 を支持する結果といえる。また，
コントロール変数として導入した年齢だが，一般
100
的信頼 3 項目においてはいずれも有意ではなく，
他人への信頼は生存期間に依存せずに形成される
ことが示唆された。
　ロジスティック回帰分析の結果を概括すると，
「完全な民主主義」が最もオッズ比が大きかった
一般的信頼および社会・政治・経済問題の 6 項目
では民主主義の発展度と正比例した関係が現れた
といえ，この分析はかなりの割合で仮説 2 を支持
した結果といえるだろう。
5　ま と め
　これまでの分析結果をまとめると，「完全な民
主主義」に属する国・地域には，ドイツのみ例外
的な観測値を示しているものの，社会・政治・経
済問題と一般的信頼の単純集計では共通性がある
程度見られ，数量化 3 類による分析でも社会・政
治・経済問題，社会秩序，一般的信頼のいずれの
項目でもアメリカ，日本，ドイツ，フィンランド
に共通する点が確認できたことから，いずれの項
目でも仮説 1 を支持する。
　仮説 2 における焦点は，「完全な民主主義」 > 
「欠陥のある民主主義」 > 「複合型」 > 「権威主義」
の順序で人々の道徳性に影響力があるかどうか，
特に「完全な民主主義」が最も強い影響があるか
どうかであった。
　社会秩序に関連する価値観では，権威主義と比
較するとどの政治体制も「公共の利益」を選択す
る傾向が強いことはすでに述べたが，さらに年齢
に着目すると，35 － 49 歳の年代は有意な変数で
はなく，50 歳以上の高齢層だけが有意な変数と
なっており，「公共の利益」を「個人の利益」よ
りも重視する価値観は社会での生存期間が長くな
いと形成されないことも示唆された。
　法の厳格さに関しては民主主義の発展度が高い
ほうが法の厳格さに否定的になっているが，前述
したように，多様な価値観の存在を許容する国民
性の形成という意味においては，社会秩序を保つ
ために必要な自分と異なる存在を受け入れる許容
度の高さに優れていることを表しており，仮説 2
を支持している。一般的信頼においても，民主主
義の発展度が高いほうが他人を信頼する傾向が強
くなっている。特に「完全な民主主義」ではその
傾向が顕著であり，他の政治制度よりも道徳性を
堅持するといえる特徴が示された結果となった4）。
したがって，仮説 2 に関しては，完全に比例関係
ではないものの，分析結果は仮説を部分的に支持
するといえる。まとめると，仮説 2 においては，
民主主義の発展度の違いに応じて多様性を許容す
る価値観を持つ傾向があること・他人を信頼する
傾向があること，民主主義が高度に発展するとそ
れらが強まる傾向があることがうかがえた。
使用した設問　（調査票については佐々木（2014）
を参照のこと）
問 1（ a）　あなたは社会問題に関心がありますか。
この中からお答えください。
　1　非常に関心がある　2　やや関心がある
　3　あまり関心がない　4　全く関心がない
問 1（ b）　では，政治問題に対する関心はいかが
ですか。
　1　非常に関心がある　2　やや関心がある
　3　あまり関心がない　4　全く関心がない
問 1（ c）　では，経済問題に対する関心はいかが
ですか。 
　1　非常に関心がある　2　やや関心がある
　3　あまり関心がない　4　全く関心がない
問 6　 たいていの人は，他人の役にたとうとして
いると思いますか，それとも自分のことだ
けを考えていると思いますか。
　1　他人の役にたとうとしている
　2　自分のことだけを考えている
問 7　 他人は，機会があれば，あなたを利用しよ
うとしていると思いますか，それともそん
なことはないと思いますか。
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　1　 他人は機会があれば自分を利用しようとし
ていると思う
　2 　そんなことはないと思う
問 8　 あなたは，たいていの人は信頼できると思
いますか，それとも，用心するにこしたこ
とはないと思いますか。
　1　信頼できる
　2　用心するにこしたことはない
問  26 　 あなたは，今後，日本人は，個人の利益
よりも公共の利益を大切にすべきだと思
いますか。それとも，公共の利益よりも
個人個人の利益を大切にすべきだと思い
ますか。
　1　 個人の利益よりも公共の利益を大切にすべ
きだ　　
　2　 公共の利益よりも個人個人の利益を大切に
すべきだ
　3　一概に言えない
問 27　 法律についてこのような２つの意見があ
ります。あなたのお考えはどちらに近い
ですか。
　1　法律はどんなときにも守るべきである
　2　 目的が本当に正しいものだと確信がもてる
ときには，法律をやぶることもやむをえな
い
問 31　 善と悪について，あなたはこの２つの意
見のどちらに賛成ですか。
　1　 どんな場合でもはっきりとした善と悪があ
り，すべてにあてはまる
　2　 たいていの場合はっきりとした善と悪はな
く，その時の状況による
1）　調査対象を「国」ではなく「国・地域」と表記す
るのは台湾が含まれるためである。台湾は実質的に
は国家といえるものの国際社会では国家と認定され
ていないため，地域と表記する。
2）　本論文では「欠陥のある民主主義」と対比する訳
語という便宜的な理由で「完全な」と訳したが，本
来の意味としては「成熟した民主主義」のほうが正
しい。
3）　一般的信頼感の尺度構成については，佐々木
（2014 を参照のこと）。
4）　平和の実現には多様性を許容する社会が必要とす
る考えは第二次世界大戦後のヨーロッパに受け入れ
られ，現在でも EU の基本理念「多様性の中の統一 
（United in diversity）」となっている。
　“The EU motto,” http://europa.eu/about-eu/basic-
information/symbols/motto/index_en.htm 
　　また，多様な宗教・民族をかかえるインドでは文
化多様主義 （multiculturalism） を社会秩序を維持する
ための重要な理念として掲げている。Bhattacharyya 
（2013）. 
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